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【全体】 
地域防災 A.P（62のアクション）と強靭化に資する取組み（追加 8項目）による 70項目【189施策（一部重複あり）】 で構成 

 ⇒「起きてはならない最悪の事態」を回避するために必要な施策として、８つの「事前に備えるべき目標」に沿った 

  防災・減災対策を推進しており、平成 27 年度から 29年度の３年間における進捗評価は、下表の結果となった。 

 進捗状況の総評  
 

 事前に備えるべき目標は、［A：計画以上］［B：概ね計画通り]が８３．１％（A：60.3%、B：22.8%）であり、［A］評価のうち
特に割合が高いものとしては、目標４ (90.9％)、目標５ (85.7%)であった。 

 一方、［C：計画通り進んでいない」は、目標全体で１６．９％であり、特に割合の高いものは、目標１ (20.2％)、目標
８ (19.2%)であり、防災力の強化や復旧・復興に関する対策の推進が必要である。 

 

 【事前に備えるべき目標別】※強靱化に資する取組み（追加 8項目）の評価 【地域防災 A.P（62アクション）の評価は別途実施】 

１ 

目 標 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

主な取組み 
 災害に強い良質なマンション整備（都市整備局） 

 インフラ施設の老朽化対策（建設局，港湾局，交通局[都市交通局]，水道局） 

シナリオ No 1-1⑯ ， 1-2⑦  （再掲）1-4⑧ 【1-2⑦】 

 「災害に強い良質なマンション整備」：（1-1⑯） 評価 A 

 被災時の生活維持に求められる設備・施設等の整備など、防災力が強化されたマンションの認定による誘導 

 「インフラ施設の老朽化対策」：（1-2⑦） 評価 A 

 サービス水準を確保しつつ、施設の長寿命化を基本として、戦略的な維持管理により LCC の最小化を図る 

⇒ 対策を順調に進めることができた 
  

２ 

目 標 
大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合の必要

な対応を含む） 

主な取組み  インフラ施設の老朽化対策 

シナリオ No （再掲）2-1⑨ 【1-2⑦】 
  

３ 

目 標 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

主な取組み  区役所庁舎の浸水対策（区、市民局） 

シナリオ No 3-1⑨ 

 「区役所庁舎の浸水対策」 評価 B 

ライフラインの途絶に備え、電源供給可能時間（72 時間）を確保するための小型発電機の設置 

 非常用発電機設備の浸水対策（小型発電機設置、移送ポンプ移設等）の実施 

⇒ 平成 29 年度までに対策実施予定の８庁舎のうち７庁舎で対策完了済み。契約不調の１庁舎については平成 30 年

度に完了を目指す。また、残りの 14 庁舎についても、併せて平成 30 年度の対策完了を目指す。  

４ 目 標 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 【追加 8 項目の取組みなし】 

  

５ 

目 標 大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない 

主な取組み 

 国際海上コンテナ輸送機能の維持（港湾局） 

 高速道路、都市圏環状道路や広域幹線道路ネットワークの整備（都市計画局，建設局） 

 鉄道ネットワークの充実， 広域的な高速鉄道ネットワークの充実（都市計画局） 

 自立・分散型エネルギーの導入促進（環境局、都市計画局） 

シナリオ No 
5-1⑥ ，5-1⑦ ，5-1⑧ ，5-1⑨ ，5-2③  

（再掲）5-4③ 【5-1⑥】 ，5-5③ 【5-1⑦】 ，5-5④ 【5-1⑧】 ，5-5⑤ 【5-1⑨】 

 「国際海上コンテナ輸送機能の維持」：（5-1⑥） 評価 A 

    国際海上コンテナ輸送の機能維持に資する耐震強化岸壁の整備を夢洲地区において推進 

 「高速道路、都市圏環状道路や広域幹線道路ネットワークの整備」：（5-1⑦） 評価 A 

    サプライチェーンの寸断により、経済活動への影響が全国に及ぶことのないよう、高速道路、都市圏環状道路や広域

幹線道路ネットワークの整備を推進し、リダンダンシーの向上を図る 

 「鉄道ネットワークの充実」：（5-1⑧） 評価 A 

    都心と広域拠点（関西国際空港を含む）へのアクセス性向上、都市間の連携強化など、鉄道ネットワークの充実を図る 

 「広域的な高速鉄道ネットワークの充実」：（5-1⑨） 評価 A 

    東西の断絶リスクを大幅に軽減することができる国土政策上極めて重要な社会基盤であるリニア中央新幹線につい

て、官民一体の協議会等を通じ、東京―大阪間の早期全線開業に向けた取り組みを実施 など 

 「自立・分散型エネルギーの導入促進」：（5-2③） 評価 A 

    コージェネレーション、燃料電池、再生可能エネルギー、水素エネルギー、蓄電池等の自立・分散型電源の導入とエ

ネルギー融通によるエネルギーの面的利用を促進し、災害時業務継続地区（BCD）を構築 など 

 ⇒ 対策を順調に進めることができた 

 
 

事前に備えるべき目標 

進 捗 状 況 

A B C 

計 計画以上 

進んでいる 

概ね計画通り 

進んでいる 

計画通り 

進んでいない 

１ 
大規模自然災害が発生したときでも
人命の保護が最大限図られる 

103 （53.4%） 51 （26.4%） 39 （20.2%） 193 （100%） 

２ 

大規模自然災害発生直後から救助・
救急、医療活動等が迅速に行われ
る（それがなされない場合の必要な
対応を含む） 

64 （64.0%） 19 （19.0%） 17 （17.0%） 100 （100%） 

３ 
大規模自然災害発生直後から必要
不可欠な行政機能は確保する 

9 （42.9%) 11 （52.4%) 1 （4.8%） 21 （100%） 

４ 
大規模自然災害発生直後から必要
不可欠な情報通信機能は確保する 

10 （90.9%） 0 （0%） 1 （9.1%） 11 （100%） 

５ 

大規模自然災害発生後であっても、
経済活動（サプライチェーンを含む）
を機能不全に陥らせない 

24 （85.7%） 4 （14.3%） 0 （0%） 28 （100%） 

６ 

大規模自然災害発生後であっても、
生活・経済活動に必要最低限の電
気、ガス、上下水道、燃料、交通ネッ
トワーク等を確保するとともに、これ
らの早期復旧を図る 

34 （79.1%） 1 （2.3%） 8 （18.6%） 43 （100%） 

７ 制御不能な二次災害を発生させない 25 （67.6%） 10 （27.0%） 2 （5.4%） 37 （100%） 

８ 

大規模自然災害発生後であっても、
地域社会・経済が迅速に再建・回復
できる条件を整備する 

36 （49.3%） 23 （31.5%） 14 （19.2%） 73 （100%） 

 防災・減災対策の推進施策 計※1 305 （60.3%） 119 （23.5%） 82 （16.2%） 506 （100%） 

※１ 防災・減災対策の推進施策数は、複数の目標に関係する施策の 「再掲」 を含む延べ数である。 
 

70項目※2 114 （60.3%） 43 （22.8%） 32 （16.9%） 189 （100%） 

※２ 地域防災 A.P（62 のアクション）と強靭化に資する取組み（追加 8 項目）により設定している目標毎の進捗評価の集計数を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・大阪市強靱化地域計画（以下「本計画」という。）は、大阪市地域防災計画にもとづく防災・減災対策を取りまとめた大阪市地域防災アクションプラン（以下「地域防災 A.P」という。）を柱として策定しており、地域防災 A.P と 
同様に、「集中取組期間」（平成 27 年度から 29 年度の 3 年間）における進捗評価（総括評価）を行い、現時点での状況を把握し、今後の着実な防災・減災対策の推進につなげていく。 

大阪市強靱化地域計画 進捗評価と主な取組状況（概要）（平成 27～29年度） 

） 

ga 

【進捗管理の趣旨】 

「起きてはならない最悪の事態」を回避するために必要な施策の進捗評価 
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 【事前に備えるべき目標別】※強靭化に資する取組み（追加 8項目）の評価 【地域防災 A.P（62アクション）の評価は別途実施】 

  

６ 

目 標 
大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通

ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る 

主な取組み  インフラ施設の老朽化対策 

シナリオ No 再掲）6-2③ ，6-3⑤ ，6-4⑧ 【1-2⑦】  
  

７ 

目 標 制御不能な⼆次災害を発生させない 

主な取組み  インフラ施設の老朽化対策 

シナリオ No （再掲）7-4③ 【1-2⑦】 
  

８ 

目 標 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する 

主な取組み  インフラ施設の老朽化対策 

シナリオ No 再掲）8-4⑥ 【1-2⑦】  

【テーマ】 

・ 耐震性や耐火性など建物の安全性に関する基準に適合 

することに加え、被災時の生活維持に求められる設備・施設等 

の整備、住民による日常的な防災活動等の実施など、ハード・ 

ソフト両面で防災力が強化されたマンションを「防災力強化 

マンション」として認定し、防災性の向上と災害に強い良質な 

マンションの整備を促進する。 

【H29取組内容】 

・ 「防災力強化マンション」の認定による誘導 

・ ホームページ、広報紙、パンフレットによる制度周知 

 1-1⑯ 災害に強い良質なマンション整備  

図 防災力強化マンション認定制度 

【テーマ】 

・ サービス水準を確保しつつ、施設の長寿命化を基本 

 として、戦略的な維持管理により維持管理費の平準化、 

 LCC の最小化を図る。 

 

【H29取組内容】 

・ 「大阪市公共施設マネジメント基本方針」に基づき策定した 

個別施設計画を踏まえ、計画的な維持管理を実施 

 1-2⑦ インフラ施設の老朽化対策  

【テーマ】 

・ ライフラインの途絶に備え、電源供給可能時間 

（72 時間）を確保するための小型発電機を設置する。 

・ 水害発生後においても、円滑な防災活動を可能 

にするため、非常用発電機設備の浸水対策（小型 

発電機設置、移送ポンプ移設等）を講じる。 

【H29取組内容】 

・７庁舎について浸水対策を実施する予定であったが、 

１庁舎契約不調のため、６庁舎で対策を実施。 

・また、残りの 14 庁舎についても、平成 30 年度の対策完了を目指し、設計業務を平成 29 年度に実施 

 3-1⑨ 区役所庁舎の浸水対策  

図 長寿命化による維持管理費の 

縮減・平準化例 

【テーマ】 

・ 国際海上コンテナ輸送の機能維持に資する耐震強化岸壁の整備を夢洲地区において推進する。 

【H29取組内容】 

・ 夢洲 C12 の耐震強化岸壁延伸部の整備 

 

 

 5-1⑥ 国際海上コンテナ輸送機能の維持   

写真 耐震強化岸壁の整備状況 

図 大阪都市再生環状道路 

【テーマ】 

・ サプライチェーンの寸断により、経済活動への影響が全国 

に及ぶことのないよう、高速道路、都市圏環状道路や広域 

幹線道路ネットワークの整備を推進し、リダンダンシーの向上 

を図る。 

・ ネットワークの強化や相互補完できる施設の構築など、都市 

全体の防災性が向上していくことを基本とする。 

【H29取組内容】 

・ 淀川左岸線（２期）事業の実施 

・ 淀川左岸線延伸部事業の推進 

・ 大阪池田線信濃橋渡り線（仮称）事業の推進 

 5-1⑦ 高速道路、都市圏環状道路や広域幹線道路ネットワークの整備   

大阪都市再生環状道路図 

写真 小型発電機設置状況 

図 大阪都市再生環状道路図 

主な取組状況 

（都市整備局） 

（建設局、水道局、港湾局、交通局[都市交通局] ） 

（区、市民局） 

（港湾局） 

（建設局、都市計画局） 

 

小型発電機 

大阪港湾・空港整備事務所 提供 
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計 189施策 （取組み 70項目＋再掲 119） 

事前に備えるべき目標 ３８のリスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態） 必要な取組み（起きてはならない最悪の事態を回避するための課題） 施策数 ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ No （ ）再掲 

1 

大規模自然災害が発生し

たときでも人命の保護が最

大限図られる 

1-1 
都市部での建物・交通施設等の複合的・大規模模倒壊や住宅密集地における火災に 

よる死傷者の発生 
上水道施設被災時における消防用水の確保、密集住宅市街地等の防災性向上 等 16 

1,4,11,12,13,16,29,31,33,34,3

9,41,44,49,60 

1-2 不特定多数が集まる施設の倒壊・火災 市設建築物の耐震化の推進、民間住宅・建築物等の耐震化の促進 等 7 23,50 （16,33,39,60） 

1-3 大規模津波等による多数の死者の発生 防潮堤の津波等浸水対策の推進、津波防御施設の閉鎖体制の充実 等 11 24,25,38､46,47（1,11,13,23,3

1,34） 

1-4 異常気象等による広域かつ長期的な市街地等の浸水 市街地の浸水対策、長期湛水の早期解消 等 8 40,45（13,23,24,34,38） 

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生 災害時の市民への広報体制の整備・充実、的確な避難勧告等の判断・伝達 等 11 14,26,27,32,35（1,11,12,24,2

5,31） 

2 

大規模自然災害発生直

後から救助・救急、医療

活動等が迅速に行われる

（それがなされない場合の

必要な対応を含む） 

2-1 被災地での食糧・飲料水等、生命に関わる物質供給の長期停止 医薬品・医療用資機材の確保、食料・飲料水・燃料等の備蓄及び集配体制の強化 等 9 7,17,18,19,20,21,42（39） 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生 広域緊急交通路等の通行機能確保、迅速な道路啓開の実施 等 4 (17,19,21,50) 

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 
地域防災力強化に向けた自主防災組織の活動支援、地域防災力強化に向けた水防団等の充実・強

化 等 
12 6,8（1,4,11,17,19,21,25,39,4

9,50） 

2-4 救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶 「避難行動要支援者」支援の充実、迅速な道路啓開の実施 等 3 （12,19,38） 

2-5 想定を超える大量かつ⻑期の帰宅困難者への水食料等の供給不足 帰宅困難者対策の確立 1 30 

2-6 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺 医薬品・医療用資機材の確保、民間住宅・建築物等の耐震化の促進 等 4 （7,17,19,39） 

2-7 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 被災地域の食品衛生監視活動の実施、被災地域の感染症予防等の防疫活動の実施  等 6 43,51,52,54,56（40） 

3 

大規模自然災害発生直

後から必要不可欠な行政

機能は確保する 

3-1 市役所（区役所）機能の機能不全 業務継続体制及び災害復旧体制の整備、迅速・的確な情報連絡体制確保 等 9 2,3,5,37,61（4,14,16） 

3-2 行政機関（市役所・区役所除く）の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 災害対策本部要員等の訓練・スキルアップ、市設建築物の耐震化の推進 2 （4,16） 

4 

大規模自然災害発生直

後から必要不可欠な情報

通信機能は確保する 

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止 災害時の市民への広報体制の整備・充実、的確な避難勧告等の判断・伝達 2 （14,24） 

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要なものに伝達できない事態 災害時の市民への広報体制の整備・充実 1 （14） 

5 

大規模自然災害発生後

であっても、経済活動（サプ

ライチェーンを含む）を機能

不全に陥らせない 

5-1 サプライチェーンの寸断をはじめ、災害等のリスク事象による企業生産力低下 中小企業に対する事業継続計画（BCP)及び事業継続マネジメント（BCM)の取組み支援 等 9 36（19,21,25,38） 

5-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止 迅速な道路啓開の実施、自立・分散型エネルギーの導入促進 等 3 （19,21） 

5-3 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 地区防災計画の策定支援、地域における防災対応行動力の向上 2 （1,26） 

5-4 海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響 迅速な航路啓開の実施、国際海上コンテナ輸送機能の維持 等 3 （19,21） 

5-5 太平洋ベルト地帯の幹線が分断する等、基幹的陸上海上交通ネットワークの機能停止 高速道路・都市圏環状道路や広域幹線道路ネットワークの整備 等 5 （19,21） 

5-6 食料等の安定供給の停滞 迅速な道路啓開の実施、迅速な航路啓開の実施 2 （19,21） 

6 

大規模自然災害発生後

であっても、生活・経済活

動に必要最低限の電気、

ガス、上下水道、燃料、交

通ネットワーク等を確保す

るとともに、これらの早期復

旧を図る 

6-1 
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・ＬＰガスサプライチェーンの機

能の停止 
迅速な道路啓開の実施、迅速な航路啓開の実施 2 （19,21） 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 水道施設の耐震化等の推進、水道の早期復旧及び飲用水・生活雑用水等の確保 3 （18,42） 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 し尿の適正処理、災害時における下水道機能の確保 等 5 28（40,43,54） 

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態 広域緊急交通路等の通行機能確保、迅速な道路啓開の実施 等 8 （17,19,21,25,38,39,40） 

6-5 異常渇水等により用水の供給の途絶 水道の早期復旧及び飲用水・生活雑用水等の確保 1 （42） 

7 
制御不能な⼆次災害を

発生させない 

7-1 市街地での大規模火災の発生 密集住宅市街地等の防災性向上、消防活動体制の充実 等 5 （1,11,33,44,50） 

7-2 海上・臨海部の広域複合災害の発生 防潮堤の津波等浸水対策の推進、消防活動体制の充実 2 （38,50） 

7-3 沿線・沿道の建物崩壊による直接的な被害及び交通麻痺 迅速な道路啓開の実施、民間住宅・建築物等の耐震化の促進 2 （19,39） 

7-4 
防災施設、雨水幹線、排水ポンプ等の損壊・機能不全による二次災害、大規模地下 

空間への浸水被害の発生 
災害時における下水道機能の確保、インフラ施設の老朽化対策 等 3 （38,43） 

7-5 有害物質の大規模拡散・流出 管理化学物質の災害予防対策 1 48 

7-6 風評被害等による地域経済等への甚大な影響 災害時の市民への広報体制の整備・充実 1 （14） 

8 

大規模自然災害発生後

であっても、地域社会・経

済が迅速に再建・回復で

きる条件を整備する 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態 災害廃棄物の適正処理 1 55 

8-2 
道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精

通した技術者等）の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態 
迅速な道路啓開の実施、迅速な航路啓開の実施 2 （19,21） 

8-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 避難施設の確保及び防災空間の整備、災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの充実と連携強化 等 12 9,10,15,22,53,57,59（1,11,13,

33,61） 

8-4 鉄道・道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態 災害復旧・復興に資する地図情報整備の推進、インフラ施設の老朽化対策 等 6 58,62（19,21,61） 

8-5 
広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復旧・復興が大幅に

遅れる事態 
地域防災力強化に向けた水防団等の充実・強化、防潮堤の津波等浸水対策の推進 等 5 （25,38,43,45,47） 

リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）とそれらを回避するために必要な取組み 
 


